
の
4
月
か
ら「
皆
保
険
」体
制
の
基
盤
で

あ
る
国
民
健
康
保
険（
国
保
）は
再
出
発

す
る
。1
9
6
1
年
以
来
の
歴
史
的
な
衣
替

え
の
ポ
イ
ン
ト
を
改
め
て
考
え
た
い
。

 

地
域
社
会
の
変
貌
に

 

押
さ
れ
て

　

皆
保
険
体
制
は
、全
国
民
を
自
分
の
住
む

市
町
村
の
国
保
に
加
入
さ
せ
て
発
足
・
成
立

し
た
。た
だ
し
、勤
め
人
は
職
場
の
被
用
者
保

険
に
加
入
し
て
い
れ
ば
除
外
さ
れ
る
。

　

戦
前
か
ら
存
在
し
た「
職
域
保
険
」を
温
存

し
つ
つ
自
営
業
者
ら
を「
地
域
保
険
」に
組
み

込
む
日
本
独
特
の
仕
組
み
で
あ
る
。

　

し
か
し
、農
林
水
産
業
者
ら
の
激
減
、高
齢

化
の
進
展
、地
方
の
人
口
減
少
等
が
市
町
村
運

営
の
国
保
を
変
質
さ
せ
て
い
く
。2
0
0
8

年
度
に
は
75
歳
以
上
を
強
制
加
入
さ
せ
る「
高

齢
者
医
療
制
度
」が
創
設
さ
れ
た
。こ
の
後
期

高
齢
者
の
離
脱
で
国
保
の
財
政
的
な
重
圧
は

か
な
り
軽
減
さ
れ
た
も
の
の
、小
規
模
保
険

者
の
増
加
、平
均
年
齢
の
高
さ
、所
得
水
準
の

低
さ
と
い
う“
三
重
苦
”に
変
わ
り
は
な
い
。

　

リ
ス
ク
分
散
可
能
な
保
険
集
団
の
維
持
は

市
町
村
の
大
合
併
で
他
律
的
に
進
め
ら
れ
た

が
、そ
れ
で
も
被
保
険
者
3
0
0
0
人
未
満

の
保
険
者
が
総
数
の
4
分
の
1
を
占
め
、今

後
の
人
口
減
少
で
零
細
化
に
拍
車
が
か
か
る
。

　

今
回
の
改
革
で
、都
道
府
県（
以
下「
県
」と

略
）は「
財
政
運
営
の
責
任
主
体
」と
な
り
、「
安

定
的
な
財
政
運
営
や
効
率
的
な
事
業
の
確
保
」

な
ど
に
あ
た
る
。市
町
村
は
、資
格
管
理
・
保

険
給
付
・
保
険
料
率
の
決
定
・
徴
収
な
ど
を
引

き
続
き
担
う
。い
わ
ば
共
同
事
業
で
地
域
保

険
を
守
る
体
制
を
築
く
。

 

負
担
の
公
平
化
へ
第
一
歩

　

国
保
の
地
域
格
差
は
激
し
い
。市
町
村
別

で
1
人
当
た
り
年
間
医
療
費
の
最
高
は
北
海

道
・
初
山
別
村
の
65
万
7
9
1
5
円
、最
低
は

沖
縄
県
・
竹
富
町
の
19
万
9
7
5
5
円
で
3
・

3
倍
の
差
。県
で
は
島
根
43
万
3
6
7
5
円

と
沖
縄
29
万
8
1
6
5
円
で
1
・
5
倍
の
差

に
縮
ま
る
。

　

年
間
保
険
料
・
税
は
最
高
の
北
海
道
・
猿

払
村
15
万
7
7
9
3
円
、最
低
の
鹿
児
島
県

伊
仙
町
3
万
2
6
4
6
円
で
4
・
8
倍
差
、

県
別
で
は
石
川
9
万
2
6
8
8
円
と
沖
縄

5
万
7
1
7
6
円
で
1
・
6
倍
差
だ（
15
年

度
）。

こ
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国保と健保組合の比較

 市町村国保 健保組合

加入者数 3303万人 2913万人

平均年齢 51.5歳 34.4歳

1人当たり医療費 33.3万円 14.9万円

1人当たり所得 86万円 207万円

1人当たり平均保険料 8.5万円 11.8万円

公費負担 給付費の50％ 支援金負担等で
 ＋保険料軽減等 一部補助のみ

注・14年度時点の数値、健保組合の平均保険料は事業主負担込みでは26万円

　

負
担
の
公
平
化
は
大
き
な
課
題
だ
。今
回

の
改
革
で
、財
政
運
営
は
各
市
町
村
が
保
険

料
率
を
定
め
、必
要
な
費
用
を
賄
う
方
式
か
ら
、

県
が
費
用
を
割
り
振
る
形
に
変
わ
る
。県
は
、

各
市
町
村
の
年
齢
構
成
の
差
異
を
勘
案
し
た

う
え
、医
療
費
水
準
や
所
得
水
準
を
基
に
納

付
金
と
そ
れ
に
必
要
な「
標
準
保
険
料
率
」を

示
す
。同
時
に
保
険
料
徴
収
を
高
め
る
た
め「
収

納
率
目
標
」も
定
め
る
。

　

市
町
村
は
、こ
れ
ら
を
参
考
に
実
際
の
保

険
料
率
を
決
め
る
。市
町
村
間
で
所
得
水
準

が
同
じ
な
ら
、医
療
水
準
が
高
い
ほ
ど
納
付

金
負
担
は
増
え
る
。医
療
費
適
正
化
の
努
力

が
納
付
金
に
反
映
す
る
仕
組
み
で
あ
る
。ま
た
、

市
町
村
が
収
納
率
目
標
を
上
回
れ
ば
、そ
の

増
収
分
で
保
険
料
率
を
抑
え
ら
れ
る
。

　

だ
が
、保
険
料
統
一
の
方
針
を
打
ち
出
し

た
の
は
滋
賀
、和
歌
山
、広
島
な
ど
、な
お
少

数
派
だ
。そ
れ
も
無
理
は
な
い
。病
気
予
防
や

重
度
化
防
止
で
医
療
費
を
抑
え
る
市
町
村
に

と
っ
て
、医
療
費
の
か
さ
む
市
町
村
に
引
き

ず
ら
れ
高
い
保
険
料
に
さ
れ
て
は
困
る
。勤

め
人
も
納
税
す
る
一
般
会
計
で
国
保
の
赤
字

を
穴
埋
め
す
る
市
町
村
も
少
な
く
な
い
。こ

の
繰
り
入
れ
の
解
消
も
保
険
料
統
一
の
条
件

に
な
る
。

 

地
域
医
療
の
再
構
築
へ

 
長
い
道

　

今
回
の
改
革
に
、政
府
は
毎
年
3
4
0
0

憶
円
の
公
費
を
追
加
投
入
す
る
。被
保
険
者

1
人
当
た
り
1
万
円
相
当
に
あ
た
る
。

　

使
い
道
は
、①「
保
険
者
努
力
支
援
制
度
」

を
新
設
し
、特
定
健
診
-
保
健
指
導
、後
発
医

薬
品
の
使
用
促
進
、収
納
率
の
向
上
等
を
評

価
し
て
補
助
②「
財
政
安
定
化
基
金
」を
設
け
、

被
保
険
者
の
減
少
や
収
納
率
の
低
下
等
に
貸

■
宮
武  

剛
（
み
や
た
け
・
ご
う
）

毎
日
新
聞
社
・
論
説
副
委
員
長
、埼
玉
県
立
大
学
、目
白
大
学
・
大
学
院
の

教
授
を
経
て
、一
般
財
団
法
人
日
本
リ
ハ
ビ
リ
テ
ー
シ
ョ
ン
振
興
会
理
事

長
。財
務
省「
財
政
制
度
等
審
議
会
」委
員
や
Ｎ
Ｐ
Ｏ「
福
祉
フ
ォ
ー
ラ
ム
・

ジ
ャ
パ
ン
」会
長
も
務
め
る
。

し
付
け
、災
害
時
は
交
付
③
自
治
体
の
責
任

外
の
精
神
疾
患
や
子
供
の
被
保
険
者
数
等
に

よ
る
医
療
費
増
へ
支
援
④
先
行
し
15
年
度
か

ら
低
所
得
者
数
に
応
じ「
保
険
者
支
援
制
度
」

の
拡
充
を
実
施
な
ど
―
―
で
あ
る
。

　

財
源
は
被
用
者
保
険
の
後
期
高
齢
者
支
援

金
の
総
報
酬
割
で
浮
い
た
国
費
に
加
え
、17

年
度
の
積
立
金
取
り
崩
し
等
で
遣
り
繰
り
さ

れ
た（
消
費
税
2
％
増
税
延
期
の
影
響
）。

　

新
た
な
時
代
に
入
る
国
保
に
対
し
、県
と

市
町
村
に「
国
保
運
営
協
議
会
」が
設
け
ら
れ
、

県
の
協
議
会
に
は
被
用
者
保
険
代
表
の
参
加

が
義
務
化
さ
れ
た
。協
議
会
で
は
、医
療
費
・

保
険
料
・
財
政
は
も
ち
ろ
ん
地
域
の
医
療
供

給
体
制
の
あ
る
べ
き
姿
が
論
じ
ら
れ
る
だ
ろ

う
。病
床
群
の
再
編
成
と
地
域
医
療
の
再
構

築
に
県
や
2
次
医
療
圏
で
取
り
組
む
の
は
改

革
の
も
う
一
つ
の
使
命
で
あ
る
。

　

健
保
連
な
ど
の
代
表
は
、被
用
者
保
険
が

財
政
面
で
国
保
を
支
え
て
い
る
こ
と
、被
用

者
も
引
退
後
は
国
保
に
加
入
す
る
こ
と
を
踏

ま
え
、強
力
な
ア
ド
バ
イ
ザ
ー
に
な
っ
て
ほ

し
い
。
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